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中小企業経営者の学歴と補充類型

1.は じ め に

企業経営者に関する研究は,こ れまで主として大企業経営者に重点がおかれ,中 小企業の

経営者を対象 とした研究はきわめて希であっアこ1)。とりわけ,中 小企業経営者の育成におい

て学校教育がどのような役割を果たしナこかについてふれた研究は,皆 無といってよい。本稿

は,日 本経済においていまなお重要な役割を演じなが ら,こ れまでの研究の視角か ら欠落し

ていたと思われる中小企業の経営者に焦点をあて,経 営者の人材の補充形態 と彼 らの学歴 と

の関係について考察を行なおうとするものである。

中小企業は,資 本主義の発達 とともに,大 企業の生産 ・流通関係に従属し,駆 逐 されてい

くものと考えられてきた。ところが,こ のよ うな一般的見解 とはうらはらに,日 本の中小企

業はなお もその旺盛な活力を保ち続けている。たとえば昭和55年 度版の 「中小企業白書』に

よると,中 小事業所の構成比は全事業所数の99%を 占めている。また従業員数をとった場合

で も,中 小事業所に勤務する従業者の総数は全体の81%を 占める2)これらの数多くの中小企

業が新生,成 長,消 滅,再 生する背景を説明するために,経 済学において とられて きた一般

的原理はいわゆる 「二重構造論」である3)。 「二重構造論」は,近 代的な大企業 と非近代的

な中小企業の並行的存在,お よびそれによって生じる様々な格差を説明するものであるが,

そのなかで も労働市場における二重構造論は,申 小企業経営者の人材の補充を考察するにあ

たって,ひ とつの手懸 りを与えて くれる。

隅谷(1976)に よれば,大 企業と中小企業とはその労働条件が異なるだけでなく労働市場

も異にし,そ れぞれの労働者は非競争群を構成するとしている。 すなわち,「 大企業労働者

はいわゆる 『終身雇用』で,そ の雇用形態を類型化してい うと,学 校卒業と同時に採用され,

定年まで勤続するのである。しアこがって,労 働移動 とい う点か らみると採用と定年退職の時

点でだけ労働市場に現われるが,そ の間は市場に対 してきわめて閉鎖的である。これに対 し

て中小 ・零細企業の場合には,職 場における職務の分化 ・整序が進んでいないので,職 務序

列による昇進 も部分的にしか形成 されず,年 功制 も30歳 前後で停滞してしまう」4)。このよ

うに,年 功で賃金が確実に上昇す る大企業労働者 と異なり,中 小企業労働者の場合には上昇

カーブが30歳 前後か ら先細 りとなってくる。また,大 企業に存在するような扶養手当や福利

施設 といっアご生活保障制度 も,中 小企業ではあてにで きない。しアこがって中小企業労働者が
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自らの生活を支 えるためには,よ りよい労働条件を備えた企業への移動を試みるか,自 らの

独立を計るとい う2つ の方向をとることになる。転職により,一 層安定した職業につくこと

が難 しい日本では,後 者の選択が所得の面からも地位の面か らも大 きな魅力をもつ。雇用労

働者か ら多 くの中小企業経営者が輩出されるゆえんである。

ところが,中 小企業経営者の輩出は必ずしも雇用労働者の独立創業 という形態をとるとは

限らない。たとえば,か つて商家においてみ られたような伝統的な世襲制度の存続や,企 業

規模によっては,「 部分的」 な昇進制による経営者の補充 とい う形態をとることも考えられ

る。そこで,ま ず第一一に,こ うしだ多様な中小企業経営者の人材補充の様態を把握する必要

がある。第二に,人 材補充の際における学歴の果たす役割 も,大 企業 と中小企業 とでは異な

ると考えられる。大企業経営者の場合には,そ の人材の補充にあたって,と くに企業への採

用や企業内部の昇進の際に学歴が選抜基準 としての役割を果たしている。しかし,多 様な経

歴をたどると思われる中小企業経営者について同様の ことがいえるであろうか。中小企業経

営者の場合には,大 企業経営者ほどの高学歴は予想で きないであろ うし,ま た,経 営者の補

充形態によっては学歴が持つ価値 も異なって くるのではないか。大企業経営者の補充におけ

る学歴の重要性については,萬 成(1965)や 青沼(1965)が 既に確かめた ところであるが,

同様のことを中小企業経営者について検討する必要があろ う。以上,多 様 な申小企業経営者

の補充形態を調べると同時に,そ れを規定する要因 として,経 営者の補充形態に応 じた学歴

の役割を考察してい くことにしたい。

上述の問題を追求するために,中 小企業経営者を対象 としてその社会的出自,年 令,学 歴,

経歴を明らかにする調査を行なった。本稿では,そ の調査結果を もとに,ま ず中小企業経営

者の社会的性格を明 らかにし,次 に経営者の補充形態の類型化を試みてその類型ごとに経営

者の学歴と社会的出自を検討する。そして最後に,多 変量解析の一種である数量化分析 を用

いることによって,申 小企業経営者の人材補充に学歴がどの程度の規定力を有するかについ

て述べることにしたい。

2.中 小企業経営者の学歴 と補充類型 に関す る調査

ω 調査の概要

中小企業経営者を対象として,昭 和50年8月 と昭和53年1月 の二度にわたり,そ れぞれ大

阪府と石川県で質問紙調査を行なった。各地域の商工会議所の業者名簿よ り,資 本金1億 円

未満従業員数1,000人 未満の企業の代表者を各1,000人 系統抽出し,質 問紙を郵送した結果,

大阪府412名,石 川県187名 の回答を得た。質問紙の内容は,企 業代表者の学歴,経 歴,社 会

的出自に関するものであるの。
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〔従業員規模〕

10人未満 11～50人 51～100人 ユ0⑪人以 上
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図1対 象 企 業 の 特 性

昭和55年 度版 「中小企業白書』によれば,中 小企業 とは,資 本金1億 円未満または従業員

300人 未満の法人企業 と従業員300人 未満の個人企業を指す。だだし,業 種によってはその指

標が若干異なるものとしている。本調査では,そ の業種にかかわりなく,資 本金規模1億 円

未満かつ従業員1,000人 未満の企業を中小企業 として取 り扱った。調査に対する回答企業の

従業員規模,業 種,営 業年数は,図1に 示す とおりである。すなわち,第 一一に従業員規模に

関しては,10人 未満の零細企業より11～50人 規模の小企業に大 きな偏 りを示している。また

100人 以上の企業 も多数含まれ,中 小企業の中で も大 きな比重を占める零細企業ではなく,

中堅ないし小規模の企業が多 く含まれる結果 となった。 このよ うなデータの偏 りは,企 業代

表者の社会的出自や学歴を高める影響を生む ものと思われる。第二に業種構成についてみる

と,昭 和52年 度の事業所統計における業種別事業所構成比率は,製 造業14.8%,卸 ・小売業

47.8%,サ ー ビス業37.5%で ある。 これ と比較すれば,回 答企業の業種構成は,製 造業が

33.3%と 非常に高 くなっている6)。第三に,営 業年数については,比 較の資料がないが,10

年以内が12.5%で あるのに対し,21～30年 が32.4%,31年 以上が32.9%と な り,高 い組織的

モータリテ ィーを示すはずの中小企業にしては相当の営業年数を保っている企業が多い。こ

のように,今 回の調査対象となった企業は,中 小企業の中で も①比較的規模の大 きい,② 長

い寿命の,③ 製造業に偏 るとい う特徴を もつ ものである。

(2)中 小企業経営者の年令

経営者の選抜基準 として学歴 とともによく問題 とされるものは年功である。しかし,多 数
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の従業員によって構成 された大企業とは異な り,組 織の未発達な中小企業の場合には,経 営

者の地位へ接近す るうえでの年令による制約は小 さい と思える。事実,調 査結果に示 された

初職についた年令,経 営者への就任年令,現 在の平均年令のいずれをとって も,中 小企業経

営者は大企業経営者に比べて相当に低い年令 を示しているη。 第1表 に示したように,初 職

について経営者に就任するまでの期間は,大 企業に比べて非常に短い。また,現 在の平均年

令 も,中 小企業経営者は大企業経営者よ り若 く,そ のため,経 営者 としての在職期間はいっ

そ う長 くなってい る。中小企業経営者のみについてみた場合に も,企 業規模の小 さいほど就

任年令は低 くなってお り,経 営者になる機会はそれだけ早いとみられる。

第1表 年 令 の 比 較

初職 年 令(.)就 任 年 令(。)平均 年令⑨

大 企 業

中小企業
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塗
営

刺
経

一

一
2030405060
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(大企業経営者の数値は萬成博 『ビジネスエ リー ト』よ り作成)

第2表 経営者の父親の職業
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(大企業経営者の数値 は青 沼吉松 「日本の経営層』よ り作成)



申小企業経営者の学歴と補充類型 67

(3}中 小企業経営者の社会的出自

大企業経営者 と中小企業経営者をその社会的出自か ら比較した表が第2表 である。両者 と

もに父の職業を中小企業主 とす るもの(中 小企業48%一 大企業19%)と 農林漁業従事者とす

るもの(中 小企業20%一 大企業24%)と が高い比率をしめる。しか し,中 小企業経営者の父

職に工員 と単純労働者がみ られるのに対して,大 企業経営者の父職には労働者の比率が0で

ある。まアこ,そ れぞれの同職率をみると,申 小企業経営者は48%で あるのに対して大企業経

営者は33%と 低 くなってい る。

両者の社会的出自にみ られる差異を明確にするため,官 公庁管理職および大企業所有者 ・

管理職を上層階層,一 般事務職および専門職,申 小企業主を中層階層,そ の他の職業を下層

階層として父の職業の分類を試みた。 これによって前述の結果をいいかえるならば,大 企業

経営者は上層および申層をその社会的出自とすることが多 く,申 小企業経営者は中層および

下層を社会的出自とすることが多い といえる8>。

ところで,経 営者の社会的背景 としての父の職業 とともに大 きな影響力をもつ要因は,父

の学歴である。図2に 示したように,父 の学歴には,大 企業経営者 と中小企業経営者の間に

大 きな相違がみ られた。たとえば,父 の学歴の中で大学卒業者の比率は,大 企業が50%を こ

えているのに対し,中 小企業は5%に も満たない。

このように,中 小企業経営者は,そ の年令,父 の職業,父 の学歴のいずれにおいて も,大

企業経営者との間にかなりの相違があることがわかる。 とくに,父 の職業や父の学歴におい

102030/105060%

中

小

企

業

夫 就 学

小 学 校

旧制中学

旧制高校

大 学 卒

そ の 他

不 明
N-376

大

企

業

高小以下・不明

中 等 学:校

嘩 門 学 校

私立大・外国大

国 公 立 大

N-500

1928年 度経営 者の学歴

(青沼 『日本の経営層」 よ り作成)

図2経 営者 の父親の学歴比較
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てみ られたように,両 者の社会的背景が異なっていることは,両 者の経歴だけではなく,そ

の経歴において学歴が果たす役割 も当然異なることを予想 させる。

㈲ 中小企業経営者の学歴

本調査が対象 とした経営者層は40才以上の年令のものが80%以 上をしめしてお り,学 校教

育を昭和初年か ら昭和20年 にかけて受けだものが多い と考えられる。しかし,明 治末年か ら

大正末年までに出生した被調査者の大学卒業者比率は12～16%,昭 和初年か ら昭和10年 にか

けて出生した者の大学卒業者の比率は39%を しめ,そ の学歴は非常に高い ものといえる。第

3表 は中小企業経営者の学歴構成を示したものである。 もっとも高い比率を示した学歴は実

業学校である。高等教育の中では特に私立大学が高い比率を示し,公 私立の専門学校がそれ

に次いでいる。 この実業学校,専 門学校,私 立大学は,中 小企業経営者の育成に大きな役割

を果たしたと考えられる。

まず私立大学であるが,関 東および関西の私立6大 学の卒業生が全体の10%を し め て い

る。 これに早稲田 ・慶応の2大 学を加えると,大 学卒業者全体の60%以 上がこれ ら伝統的な

私立大学卒業者によってしめられることになる。このような私立大学は,明 治以来多 くの卒

業生を送 りだし中小企業経営者の補充源 となってきた。たとえば早稲田は,明 治42年 までに

その卒業生の うち24%を 民間企業に,45%を 自営業に送 りだしている。明治大学法学部の場

合 も,そ の卒業生の15%を 民間企業に,30%を 自営業に送 りだしている9)。

ところで,こ れ らの私立大学 もその もとは,旧 制の私立専門学校であっ7こ。1903年 に公布

された専門学校令によれば,専 門学校の一般的性質は 「高等の学術技芸を教授する学校」 と

第3表 中小企業経営者の学歴

% 実数

旧七帝大 ・一橋 ・神戸 ・東工大

早稲田 ・慶応

それ以外の国公立大

有名私立大学

それ以外の私 立短大

専門学校(有 名専門学校)

〃(そ の 他)

実 業 学 校

旧制 中学 ・新制申学

旧 制 高 校

小学校 ・新制中学

その他(青 年 ・女学校等)

3.7

2.4

3.7

10.1

5,8

5.0

11.7

22.2

13.0

0.7

18.2

3.4

0
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0

4

1

7

3

9
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4

8

8

2

1

2

5

3

2

6

1

7
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1

1

計 100.0 537
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して規定 され,そ の修業年限は3年 以上,入 学資格は旧制中学校卒業を原則 とし,大 学に準

ず る機関と考えられていナこ。旧制専門学校は大正か ら昭和の初期にかけて著しい量的発展を

みるのであるが,そ の申でも私立専門学校の発達はとくに顕著であった。さきの早稲田大学

や明治大学 といった私立大学 も,か つてはこれ らの私立専門学校 を母体 としていた。この私

立専門学校の卒業生を含めて,公 私立の専門学校卒業者は全体の17%を しめている。

伝統的な私立大学や専門学校以上に多 くの卒業生 を供給しているのが実業学校である。実

業学校のカテゴリーには,農 業,商 業,工 業,商 船学校などが含まれる。実業学校の主たる

目的は,各 産業における後継者の育成に置かれていた。たとえば,農 学校は農家の子弟の教

育 を,商 業学校は商家子弟の教育 をはかる機関として出発しだ。その後,会 社制企業や重工

業の発達,企 業内教育の発展にともなって,そ の目的は従業員の養成 に重点が移されてい く。

しかしそのような過程の申で も,中 小企業経営者層の形成に これ ら実業学校教育が果たした

役割を見落すことはで きないであろ う。

鶏

上層[∴
小 学 校 中 等

一等

榔

一

"

…高

椰
き 大字

'
'

未就学 高等大学条の賠

中層[∴・

小 学 校 中 等

その他中等 高穫大学
不 明

下層[∴
未就学 小 学 校 鑓

.・:・:艦

図3父 と本人の学歴構成

申小企業経営者とその父親の学歴を出身階層ごとに比較した表が図3で ある。各階層ごと

に本人 と父親の学歴を比較してみると次の ことがわかる。

①世代間で初等教育卒業者の比率の滅少が最 も著しい層は,中 層階層である。

②初等教育卒業者の減少は下層階層にもみ られるが,世 代間の高学歴化は,下 層よりも中
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層と上層においてよ りいっそ う著しい。

③高等学校および大学卒業者の増大は中層に もみられるのであるが,中 層の大学卒業者の

比率は上層の大学卒業者の比率に及ばない。

この表でみる限 り,高 学歴を得 る機会は上層階層ほど開かれていたよ うである。出身校別

にその社会的出自をみると,中 等教育以上の学校卒業者はほとんどが上層階層と中層階層に

よってしめられている。つまり,旧 帝大,早 慶,国 公立大,伝 統的私立大学,そ の他の私立

・短期大学,専 門学校卒業者の90%が 上層 もしくは中層の出身者であ り,旧 制中学 ・新制高

校 も80%弱 が上層,中 層によってしめられている。 これに対し,下 層階層が多数をしめるの

は,実 業学校 もしくは小学校 ・新制申学である。

㈲ 中小企業経営者の補充類型

中小企業経営者の補充形態を把握するため,先 代 との関係および会社 との関係に焦点をあ

てて,次 の9つ の経歴カテゴリーか らなる調査項目を作成した。

噂⊥

9
召

3

4

5

ρ
0

現在の会社に就職 して昇進し,現 在の:地位に就任した。

他社に入 り幹部になっていたが,ス カウ トきれて現在の会社の現在の地位についた。

転職 をか さねた後,現 在の会社に入 り,昇 進して社長になった。

学校卒業後す ぐに親まナこは親族の社長の後を引き継いだ。

親または親族の社長がいる会社に入 り,昇 進して社長の後をついだ。

他人の経営す る会社に入っていナこが,そ の後親まナこは親族の経営する会社の後をつ

いだ。

7.学 校卒業後す ぐに自分で現在の会社をはじめた。

8.他 の会社につとめていたが,や めて自分で現在の会社をはじめた。

9.そ の他。

これらの中で最 も大 きい比率を示したカテゴリーは,「 他の会社につとめていナこが,や め

て自分で現在の会社をはじめた」(46.2%)で あり,「親まナこは親族の社長がいる会社に入 り,

昇進して社長の後をついだ」(12.6%)が それに続 く。 これ らの経歴 カテゴリーを,「地位に

ついだきっかけ」「先代 との関係」 といった他の質問項 目とともに検討した結果,「1」 か ら

「3」 までの回答者を昇進型,「4」 か ら 「6」 までの回答者を世襲型,「7」 と 「8」 を創

業型 として分類してい くことが妥当と考えた。また 「9」 の 「その他」のカテゴリーには,

「軍隊復員後の会社創業」や 「農家か らの転身」 といった経歴が含まれ,創 業型に近い内容

を持つと思われるが,具 体的な内容が記 きれない もの も含まれるので,一 応他 と区別してひ

とつのカテゴリーとして取 り扱 うことにした。以下,こ れ ら4つ の類型のうち,特 に最初の
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3つ の 類 型 を補 充 類型 と呼 び,そ の 特徴 を みて い く こ とに し た い 。

まず,そ れ ぞ れ の 類 型 の 構成 比 率 で あ るが,創 業 型50粥,世 襲 型28%,昇 進 型10%の 順 と

な り,創 業 型 が 半 数 を しめ て い る。 これ ら3類 型 の経 営者 が 代 表 す る企 業 に は,次 の よ うな

特 徴 が み られ だ 。 ・

〔昇 進 〕

10人 未満 ユ1～50人51～ ユ00人101人 以上

16・7%40.7%16・7%25.9%

〔世 襲 〕

10入 未満11～50人51～100入101人 以上

21.9%50.6%11.9%15.6%

〔創 業 〕

10人 未 満11～ ・50人51～100人101人 以上

28.9%49.9%14.8%7.4%

図4-1企 業 特 性 と補 充 類 型(従 業 員 規 模)

〔昇 進 〕

1～10年11～20年21～30年31年 以上

10.9%25.5%30.9%32。7%

〔世 襲 〕

1～10年11～20年21～30年31年 以 上

3.7%5.6%21.7%68・9%

〔創 業 〕

1～10年.11～20年21～30年31年 以上

13.0%27.5%47.8%11.696

図4-2企 業 特 性 と補 充類 型(営 業 年 数)
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①創業型の経営者は,新 規の小企業ないし零細企業に多い。

②世襲型の経営者は,11～50人 の小企業か,あ るいは100人 以上の従業員を有す る中堅企

業に多 く,古 くか らの企業にみられる。

③昇進型の経営者は,営 業年数にかかわ りなく,50人 以.ヒの従業員数の企業に多 くみ られ

る。

第4表 各類型の転職回数と平均年令

愈 ＼ 騰 年令 転糊 数 勤辮 数 就任年令 現在の年令

昇進型

世襲型

創業型

20.1

21.5

19.2

1.18

0.59

1.34

21.4

23.1

16.4

45.3

35.2

33.2

55.2

49.5

53.4

数字は平均 を示す。

次に初職年令,転 職回数,就 任年令について,各 類型の特徴をとらえると,

①創業型は,最 も早い年令(19才)で 初職につき,他 の型 より多 くの転職(1.34回)を 経

だ後,33才 の時に企業をはじめる。

②世襲型は,初 職につ く年令が他の型より高 く(22才),転 職 をあま りせずに(0.59回)

親あるいは親族の会社に入 り,35才 で経営者となってその後継者 となる。

③昇進型は,20才 で初職につき,1度 ほど(1.18回)転 職 した後,45才 で経営者の地位に

つく。

年令の項でみアこよ うに,大 企業経営者の就任年令は非常に高かった。3類 型の中では昇進

型が最 も遅 くその地位についてい る。昇進型は規模の大 きい企業に多 くみられたのであるが,

企業規模が大 きくなるにつれてこの類型の経営者は増加し,経 営者の地位につく年令 も高 く

なるようである。た とえば大企業経営者における各類型の比率をみると,創 業型10%,世 襲

型18%,専 門的官僚制(昇 進型)72%と なっており,中 小企業経営者 とは逆に,創 業型が少

な く昇進型が多 くなっている。一方,創 業型の経営者は規模が小 さいほど増加し,経 営者の

:地位につ く年令 も低い10)。・

このような類型間の相違をその社会的出自か らみナこ表が第5表 である。 これによれば,創

業型においては下層が42.8%,中 層が49.4%を,昇 進型においては下層が34.8%,中 層が

56.5%を 占め,両 者ともに中層,下 層出身者の計が90%を こえる点では共通している。世襲

型においては中層が91.7%を 占めるが,中 層には中小企業主が含まれるのであるか ら,中 層

出身者が多いのは当然の結果である。むしろ問題は上層および下層出身者の比率が類型によ

って異なる点である。つま り,わ ずかではあるが,昇 進型に上層出身者が,創 業型に下層出
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第5表 補充類型別社会的出自
.談 昇 進 世 襲 創 業

層

層

層

上

中

下

8.7
4

56.5
26

34.8
16

4.1
6

91.7
133

4.1
6

7.8
19

49.4
120

42.8
104

100.0
46

100.0
145

100.ON=434
243

身者が多 くなっているのである。昇進型と創業型は双方ともに中層 ・下層出身者が多数をし

めるのにどうしてこのような差異が生じるのか。 この点について検討するために,上 層およ

び下層出身者についてその転職回数,経 営者になるきっかけ,先 代との関係についての項目

をみた。その結果によれば,上 層,下 層出身者 ともに中層よりも転職回数が多 く,経 営者に

なるきっかけも似通っている。しかし・,これを先代経営者との関係についてみ ると,上 層出

身者が他の層の出身者よりも,姻 戚と配偶者による補充が多 くみ られた。つまり,上 層出身

者の場合には,養 子 もしくは入婿によって経営者の地位につ くケースがあると考えられるの

である。そのようなケースを ここで行なっている類型化によってはお きえることができない。

養父や配偶者を 「親まアこは親族」 ととらえるか 「他人」ととらえるかは心情によることが大

きいし,養 子による就任を昇進 ととらえるか世襲 ととらえるかは区別の困難な問題である。

次に,各 補充類型の学歴構成をみると(第6表),昇 進型においては,専 門学校,国 公立

大学および私立大学の卒業生が多い。また,世 襲型においては,国 公立大学,お よび私立大

学卒業者 とともに旧制中学 ・新制高校卒業者が多い。 これに対して創業型は,実 業学校およ

び小学校卒業者が多 くみ られる。世襲型経営者の学歴が高いが,世 襲型経営者にとって学歴

はどのような意味をもつのであろ うか。

中小企業は,中 野(1964)の 一連の同族団研究にみられたような商家や農家において重視

第6表 補充類型別学歴(%)

＼`署 謎 笑鵜 雛
昇 進 型

世 襲 型

創 業 型

そ の 他

専門学校 実響校鶉離 繍 撃 その他

18.8

35.1

11.2

20.0

2.1

8.4

5。8

3.1

37.5

14.9

16.2

10.8

16.7

19.5

25.0

20.0

8.3

17.5

13.8

9.2

10.4

3.2

24.2

32.3

6.3100

1.3100

3.8100

4.6100
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図5補 充類型の学歴構成
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中校

学 他

された 「家」の連続をはかろうとする同族団の原理の変容 と,産 業化の過程で進められる資

本主義の独占化過程の影響によって とらえ.られ る11)。産業化に伴 う 「家」の機能 と規定力の

変化に対応して,す なわち,「 家」および同族組織の生産物市場や金融市場における規定力

の後退に伴い,商 家や農家は 「家」の後継者に産業の革新や社会変化に対応 した経営能力を

身につけさせ,そ の ことによって 「家」の存続を保障しようとせざるをえ.なくなったと考え

られる。その意味では,世 襲型経営者の学歴が高い ことは,一 般に考えられているように,

ジェン トルマンライクの生活を志向するとい う単なるシンボ リックな意味だけではなく,む

し・ろ,社 会的な役割期待への積極的な対応 と,そ れによる企業および 「家」の存続 とい う機

能をもあわせ もっていたと考えるべ きではないだろ うか12)。

最後に,学 歴 と補充類型 との関連を表7に より出身階層ごとにみると,次 のような結果が

えられた。

まず下層階層出身者の特徴は,「 その他」 の経歴を経て現在の地位についた者の申で初等

教育終了者が多い ことである。「その他」の経歴とは,前 述 したように 「軍隊復員後の創業」,

すなわち戦後の経済混乱期に企業を創始しナこ例や 「農家か らの転身」 といっだ場合が含まれ

る。また学歴が高い人々の中には世襲型 ・昇進型が少なか らずみ られる。下層階層における

世襲型には,前 述の養子 ・入婿 といった例や,農 業経営において副業として行った生業が主

たる生業に代わる例などが含まれると思える。しかし,い ずれにしろ下層階層出身者の多 く

は,低 い学歴構成を示し,創 業 もしくは 「その他」の経歴によって経営者となっている。

一方,中 層階層出身者の特徴は,世 襲型の大学卒業者と昇進型の中等教育終了者が多い こ

とである。下層階層 と比べ,創 業型の中で初等教育終了者はみられない。どの類型において
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第7表 階層別学歴と補充類型

階 層

上 層

類型

学歴

進
襲
業
他の

昇
世
創
そ

初等 中等 高等 大学 その他

0
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18 39 17 23 3

横軸計100%

も全体的な学歴の高ま りがみられる。

最後に上層階層の経営者であるが,そ の特徴 として初等教育終了者がみ られない こと,創

業者であって も中等教育以上の学歴をもつものであること,中 層階層よ り一段 と学歴の高ま

りがみられ ることがあげられる。下層,中 層,上 層と階層の高 くなるほど高学歴者が増加 し

てい くが,そ の傾向は世襲型においてどくに著 しい。 このように,中 小企業経営者の補充類

型においてはその社会的出自と学歴によ り明白な相違がみられる。とくに,中 小企業経営者

の中でも創業型経営者 と世襲型経営者はその出自と学歴に大 きな差がある。次にこの相違を

数量化分析を用い ることによって明確な形で とらえ,そ のような補充類型の相違を生じる要

因として学歴が どの程度の規定力をもつ ものかについて考察す る。
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補充類型の数量化分析3.

ここでは,先 に述べた3つ の補充類型に学歴が どのよ うに効いているかを解明する手法 と

して,林 の数量化分析 皿類を採用しアこ。外的基準に補充類型をとり,.補充類型の判別の程度

を調べるとともに,判 別の規定要因 としての学歴の寄与の程度 を数量的に表現することが分

析のね らいである13)。

第8表 数量化∬類分析結果

順 位レ ン ジ
カテゴ リー

数 量
カ テ ゴ リー

 

目項

5130.71

118

12

3

5

4188.88

142
75
33
46

100万 円未 満
100-1000万 円

1000-5000万 円

5000万 円以 上

1～10年

11～20年

21～30年

30年 以 上

資本金規模

営業 年数

3249.52

5
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76
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外的基準 とする補充類型は,「 その他」のカテゴ リーを除 く3つ のグループである。 説明

変数 として選択した変数は,父 の職業,父 の学歴,本 人の学歴 と専攻,転 職回数,企 業の営

業年数と資本金規模である。

判別によると数量化モデルの信頼度は,計 算によって求められた相関比 と判別的中率の近

似度をみることにより確められる。先述の変数による計算結果は次の通 りである。

第1根 η2;0.87η=0.93

第2根 η2=0.30η=0.55

第1根 の相関比についてはきわめて高い結果がえられたが,第2根 については余 り弁別が

よいとはいえない。ところで,判 別的中率を求めるには,各 グループについて累積度数を求

めその累積度数のグラフの交点の縦座標を読む方法が とられている。第1根 について的中率

の計算を行っだところ,世 襲型と他のグルーフ。の判別的中率は67%,創 業型 と他のグループ

の判別的中率は64%と なっだ。これ らに対して,昇 進型と他のグルーフQの判別的中率は52%

とわずかに低い。第1根 は相関比が0.90を こえ.,それぞれの類型の的中率 も50%を こえてい

るので,以 下の結果については第1根 を中心にみてい くこととする。

中小企業経営者の補充類型を判別す る各要因の規定力を示したが表が第8表 である。この

表にもとついて各項 目の重要性(判 別の説明力)と 判別で与えられた解の意味を推定するこ

とにしたい。各項目のカテゴリー数量は,各 項 目の第一 カテゴリーを0と して求められたカ

テゴリーの加重平均か らの偏差である。 ここではそれを1,000倍 してカテゴリー数量 として

示した。レンジは,各 項目ごとのカテゴリー数量の中で最大値 と最小値 との差を示したもの

で,レ ンジの大 きい項目は,そ の中のカテゴ リーの選ばれ方がサンプルスコアに大 きな影響

を与えている。そこで,レ ンジが大 きい ものほど判別の規定力が大 きい と考え,そ の順位を

つけておいた。

その結果,最 も大 きい規定力を示した項目は学歴であり,専 攻,父 の職業がそれに次いで

大 きい。学歴の項目の中でそれぞれのカテゴリーをカテゴリー数量の符号に従ってプラスか

らマイナスへ並べ ると,高 学歴か ら低学歴への秩序が うまく表わ されている。ところが専攻

については符号が逆にな り,高 学歴に多いはずの専門科目が必ずしもプラスに位置していな

い。父の職業についてみると,マ イナス方向には世代聞の移動が激しいと考えられる職業,

フ。ラスの方向には世代間の移動が安定的と考えられる職業がならぶ。父の職業のカテゴリー

の中でフ。ラスの方向にある大企業所有主は,そ の他の職業群に対 して もっとも離れナこ位置に

ある。 プラスの方向では,次 に自営業が位置する。この2つ のカテゴリーは資本家として考

えられるものである。これに対 してマイナスの方向には,流 動性が高い職業群がな らぶ。一

般事務職 と工員,官 公庁管理職 と専門職の距離が近いことは,そ れぞれの職業の近似的側面

を表わしているようで興味深い。ナこだその中で も大企業管理職 と単純労務者の距離が近いこ
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と を どの よ うに と らえ るか 。 ひ とつ の解 釈 と して 次 の よ うな考 え方 が 成 り立 つ。 す な わ ち,

一 方 が大 企 業 の 役 員職 の 地 位 の 変 動 の激 し き の 中 に あ り,他 方 が 小 企 業 間 を点 々 と移 動 す る

とい っ ナこよ うに,企 業 間 ・企 業 内 の差 は あ っ て も,流 動 性 の激 し き とい う点 で は共 通 しナこ性

格 を備 え て い る こ とで あ る。

各 項 目の カ テ ゴ リー 数 量 よ り得 られ た サ ン プル ス コ ア を各 グ ル ー プ ご とに平 均 す る と,世

襲 型0.165,昇 進 型0.051,創 業 型 一〇.103と な り,世 襲 型 は プ ラス に,創 業 型 は マ イナ ス に

位 置 し,昇 進型 は そ の 中 間 の原 点近 くに 位置 して い る。 そ こで,プ ラ ス の世 襲 型 とマ イナ ス

の 創 業型 に対 応 す る カ テ ゴ リー の 特 徴 を,ア ィ テ ム レ ン ジ とそ の方 向で み る と,次 の よ うな

対 応 が え られ る。

学歴

専攻

父の職

営業年数

世襲型

大学卒

普通科

大企業所有主

自営業

30年以上

創業型

小学校卒

理 ・工系

大企業管理職

農林漁業従事者

1～10年

もっとも規定力が強かった学歴は,世 襲型が大学卒,創 業型が小学校卒となって,先 述の

結果 と同様の傾向が得 られている。ナこだし,こ の学歴の規定力について注意 してお きたい点
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は,そ れぞれの類型にとって学歴のもつ意義が異なるのではないか とい うことである。たと

えば,世 襲型経営者と創業型経営者とは,ナこだ単に学歴が異なるとい うだけではなく,世 襲

型にとっては学歴が階層の維持の役割を果たすのに対して,創 業型にとっては学歴が階層の

分化をひきお こす要因となるのではないであろうか。

4.結 論

中小企業経営者に関して今回行 った調査は,母 集団が大阪府 と石川県の一定数の企業に限

られており,回 答 として得 られたサンプルも中小企業と呼ぶには規模の大 きい企業の経営者

に偏ったため,そ の結果か らいえることは,き わめて限られた ものであ り,大 きな限定条件

の下で検討する必要がある。しかし,そ のよ うな限定が付 されるにして も,伝 統的な私立大

学や旧制専門学校,そ して実業学校が中小企業経営者の育成 と開発に大 きな役割を果たして

いたこと,世 襲型経営者 と創業型経営者がその学歴や社会的出自において大 きな差異を有し

ていることなどが明 らかにされたことは有意義であったといえよう。実際,や や中規模の企

業から得られた結果ではあるが,創 業型が大半以上をしめ,世 襲型の経営者がなお も存続し

ている。これに対 して,昇 進型の経営者とい うタィフ。はわずかしかみ られなかった。 もしも

全国の中小企業経営者の母集団か ら抽出がより正確に行 えたとすれば,創 業型 と世襲型の経

営者の比率はさらに高まるにちがいない。それほどこれ ら2つ の類型が,中 小企業経営者の

補充において典型的なものとなっているといえるのではないだろ うか。

最後に,こ の2類 型の経営者層における学歴の意味を再検討 してお くことにしたい。

世襲型経営者は,先 代経営者の血縁 もしくは親族関係によるつなが りを もった後継者であ

る。中小企業が法人組織の形態をとる以前には,家 業の継承が経営者の主要な補充形態であ

った。家業の物質的基礎は家産にあり,営 業の主人は世代 と共に交代す るが,家 そのものは

不変であっだ,家 督の相続は身分の継承を伴い,主 として長子相続制がとられた。その場合,

家督の相続は,後 継者に対して習練の機会,先 代によって築かれアこ家産,家 としての信用を

与えだ。 ところが,産 業構造が高度化するにつれ,家 を基盤としアこ農業体制が商業 ・工業体

制へ と移ってゆき,家 に固有の家伝的性格は失われてい くこととなる。

すなわち,家 産の分割防止 とい うそれまでとられていた消極的姿勢では,資 本の集中が進

められるのに対して立ち遅れが うまれるため,家 業は,法 人形態の企業へと移行すると共に,

家の資産と法人の資産が分割 される。その家の資産 もまナこ,単 独相続法か ら均分相続を理想

とす る民法に変わることによって分割 きれることになる。 こうした家業の経済的基盤の変化

に加えて,親 もともしくは同業の株仲間によって行なわれていアこ職業訓練の機会 も,明 治以

後の教育制度の充実と株仲間の解散によって失われていっだ。そのような習練の機会にかわ
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って重視されはじめた教育機会が,学 校教育である。

かつて,家 業の後継者の選定は慣行に基 くものであって,一 般には長子相続制か,も しく

は長子に続 く兄弟の中で先代の経営者や一族の評定者により優秀 と判定 されたものに家業を

継がす選定相続制がとられた と考えられる。 この慣行は明治か ら昭和へ と受けつがれるが,

その後継者選定の1つ の基準として,学 校教育が重視 されるようになって くる14)。たとえ男

子が得 られない場合に養子を迎えるとして も,家 業の後継者 として,そ の養子には,人 物の

資質とともに,高 度の学校教育を受けてい ることが要請 されアこ。 このよ うに学校教育が重視

されるようになった背景には,家 としての信用を保つためのステイタスシンボルとして学歴

が用い られたことと,時 代の変化に家業を対応 させ るための経営能力 と職業技術を必要 とし

た ことの2つ の理由が考えられ る。

いずれにしろ,家 産によって高度の教育を受け,そ れによって家の信用を高め,家 業が存

続してい くとい う図式が成立する限りは,法 人組織の形をとりなが らも,地 位の世襲が続け

られてい く15)。その場合,世 襲型経営者にとって,学 歴は,階 層維持の機能を果たすか,も

しくは養子においてみ られアこような階層移動の機能を果たす ものと考えられるのであるユ6)。

景気変動の激しい時代には新しい中小企業が数多く生まれるが,そ の経営者は,世 代ごと

に蓄積 きれた資産や自らの資産を活用 し,一 代で企業を設立した経営者である。彼 らは,大

企業と在来の中小企業が確立 している流通経路や販売市場の中に未開拓の分野を開いたり,

既成市場に独自のコネクションを用いて事業を始める。 この類型の経営者には,調 査結果か

らみて2つ のタイプが考えられる。第一のタイプは,大 企業や官公庁の管理職の地位にあっ

たものが,新 企業の設立に伴 って経営者の地位に据えられる場合,も しくは退職後自らの力

で新企業を既知の分野に設立する場合である。 このタイプの経営者の社会的出自は比較的高

く,学 歴 も高い。第二のタイプは,中 小企業の雇用労働者がより高い所得 と生活の安定を求

めて企業を創立する場合である。このタィフ。の経営者層は小零細企業に多 くみられ,自 営業

主 と雇用者の間の循環運動を くり返す。すなわち,賃 金の低い雇用労働者は,事 業所得 と賃

金収入の比較を行った上で,所 得の高い方に従事しようと試みる1η。その時には,蓄 積しナこ

資金と銀行の融資に助けられて,開 業は容易に行われるのであるが,所 得の増大や生計の維

持をはかるといった消極的姿勢のために,多 額の負債をかかえて倒産す る例が多い。しアこが

って,こ のタイプの経営者の学歴構成 は中小企業労働者のそれに近 く,そ の社会的出自も第

一のタイプほど高くないと考えられる。

こうして,創 業型経営者においては,社 会的出自が高 く,学 歴の高い,大 企業 ・官公庁管

理職を前身 とす る中小企業経営者と,学 歴のそれほど高 くない,中 小企業の雇用労働者を前

歴 とす る小零細企業の経営者の2つ のタイプが想定きれる。その場合,学 歴は,そ れぞれの

タイフ。の経営者がその地位につ く以前の段階で,彼 らが雇用される企業規模の決定に関与 し
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ていると思われる。そこで,こ の場合における学歴の機能を,階 層化機能 としてとらえるこ

とがで きよう。

本論では,昇 進型の経営者については余 りふれなかった。 この類型の経営者は,企 業規模

が大 きくなるにつれて多 くみ られるのであり,そ の特徴については,す でに多 くのことが大

企業経営者に関する先行研究の中で述べられている。 これに対して,中 小企業に特有の創業

型や世襲型の経営者の問題については未知の部分が多 く残されている。たとえば,創 業型の

経営者について筆者は2つ のタイプを想定したが,そ の前職を大企業 ・官公庁の管理職と考

えたのは,あ くまでその社会的出自と学歴か らであって,実 際にどのような地位か ら,ど の

よ うな方法で経営者の地位についナこかは不明な点が多い。まに世襲型の場合には,家 業の存

続を前提 として きたが,職 業選択の自由化にともなって,家 業が どれだけ重みを持つ ものか

も疑問である。この点に関連した両類型に共通の問題として,経 営者の後継者確保の問題 も

残 きれるのであるが,こ れ らの問題について検討することは,資 料 も十分に得 られていない

ことか ら,今 後の研究課題としたい。
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YoshihiroYAMAMOTO

StudiesonbusinessleadersinJapanhavepaidlittleattentiontotheIeaders.in

smallandmedium-sizedfirms.Inparticular,thereis且ostudyontheroleofeducation

illtherecruitmentofsmal1-businessleaders.Th量spaperanalyzestherecruitment

patternofsmall-businβssl.eadersandthe量nfluenceoftheireducationalattaillmentson

ロ 　

1t.

Thisstudyisbasedonthesamplesof599small-bus量nessleadersinOsakaand

IshikawaPrefecture.Co皿paredwi亡htheleaderslnlargescalefirms,smal1-business

leaders'socialorigi且sarelower,andtheireducat玉o且aiattainmentsarealsolower.

MostofthelrcareerstothepositionQfmanageraredivided三ntothefollowingthree

patterns.Firstpatternoftheirrecruitmentis"founder".Managersofthispattern

alllou且tsto50%,andmostofthefathersinthispatternareemployees.Secondpattern

is"hereditary"one(28%).MostofthefathersinthispatternareownersofIargeor

smallscalefirm,Lastpattemoftherecruitmentis``promoted"one(10%).

Inordertoexplorethedetermina且tsoftheserecruitmentpatternsthroughmultivar一

三ateanalys三s,sevellfollowlngvar玉ableswereemployed:(1)educatio且alatta三nment

(2)disciplineordepartmentinschool(3)father'soccupation(4)father'seducat三 〇n

(5)重henumberoftimestheychangedtheiremployme皿ts(6)businessyears(7)size

offirm.Theresultsareasfollows:(1)thecontributionofeducatienalattainment三s

largerthanothervariables,(2)``hered五ta】 プ'patterncorrespo且dstothefollowing

categories:universitygraduate,generalcourse,owner,morethan30businessyears,

and``founder"patterntothefollowingcategories:elementaryschoolgraduate,science

course,large-1)usinessmanagerorfarmer,businessyearsfromlto10.


